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二酸化炭素海底下地層貯留について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 二酸化炭素海底下地層貯留の概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図２ 二酸化炭素流の帯水層への圧入パターン 
二酸化炭素流の帯水層への圧入パターンには、主として上記の 4種類が考えられる。 

（出典：国際戦略専門委員会（原典は RITE H17年度報告）） 
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図３ 二酸化炭素の物理化学的性状 
二酸化炭素の臨界点は 7.39MPa（約 73.9 気圧）, 31.1℃である。貯留深度として想定さ

れる海面下 1,000m 以深では、超臨界の状態となる。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図４ 我が国における帯水層のカテゴリー分類と貯留ポテンシャル 

（出典：経済産業省第２回 CCS 研究会 資料６（RITE 資料) より抜粋） 

（註１）内陸盆地ならびに内湾（瀬戸内海、大阪湾、伊勢湾など）は対象とせず 

（註２）地下 800ｍ以深、かつ、4,000ｍ以浅が対象
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